Some Theoretical Aspects Reconsidered in Setting Up the Japan Railways'Consolidated Financial Statements (1) by 藤井, 秀樹
Title JR連結財務諸表の作成をめぐる理論問題の再検討(1)―運輸省連結データの検討を手がかりとして―
Author(s)藤井, 秀樹




























JR連 結 財務 諸 表 の作 成 をめ ぐる
理 論 問 題 の 再 検討(1)・… … ・・… … … … … ・…… ・藤 井 秀 樹1
日米 貿 易 摩擦 と ア メリ カ鉄 鋼 保 護 貿 易 政 策 の
展 開 … … ・… … … … ・… … ・・… ・・… ・… ・… … …… ・石 川 康 宏18
合 繊 メ ー カ ー と織 布 ・染色 企 業 の
企 業 間関 係 … … ・… … … … ・… … … … … ・・… ・… ・山 口 勝 則35
分業 論 的発 展 観 の系 譜 とそ の 現 代 的 意 義 … … …松 尾 昌 宏57
平成7年4月
:東郊 文 學 経i齊學 會
経済論叢(京 都大学)第155巻第4号,1995年4月
、
ぐJR連 結財務諸表の作成 をめ ぐる
理論 問題 の再検討(1)宰
一 運輸省連結データの検討を手がかりとして一
藤 井 秀 樹
霊 は じ め に
(D検 討素材の位置づけ
運輸省鉄道局 は1992年10月に,『国鉄改革後5年 間の成果 と課題」 と題す る
レポー ト(以 下たんに 「運輸省 レポー ト」.とい う)を 公表 した㌔
同 レポLト は,〔1>JRグループを構成す る主要9法 人2}のすべて を分析対象
*本 稿 は,財 団法人 日本証券奨学財 団の研究調査助成金 にもとつ く共同研究 「連結会計の理論的
実証的再検討」(平成4-5年度,研 究代表者 ・醍醐聰東京大学経済学部教授)に おいて筆者が担
'【1した研 究の成 果をまとめたもので ある。研究成果 の刊行(醍 醐聰編著 「連結会計一一 体 系 と実
態』 同文舘,工995年)にあた り,紙幅 の制約か ら,筆 者担当稿 のか なりの部分を割愛せざ るをえ
なかった.本 稿 は,筆 者担 当稿の割愛部分 を復元 した うえで,当 該稿 にさ らに加筆 ・修正をほ ど
こ した もので ある。
1)運 輸 省 レポー トの全文 は,1トランスポー ト」第42巻第10 ,1992年1D月,ならびに 『JRガ
ゼ ッ ト」 第68-71号,19925f11月一1993年2月に,そ れぞれ収録 されている.こ れ ら2誌 に収録さ
れ た運輸省 レポー トには,文 章表現,収 録 された デー タ ・図表 の種類等に若干の相違がみ られる
が,そ れらは全体の論 旨を左右す るもので はない。以 卜.では注記の便宜上,運 輸省 レポー トから
の引用 は基本 的に,「トランスポー ト』 第42巻第10号,1992年P月によることとす る。
なお,本 稿 が依拠す る主た る公表決算 資料は,「口窄国有鉄道監査報 告書」 および1日 本国有
鉄道 の改革に関す る施策の実施 の状況に関す る報告』 似 下たん に 『国鉄改革 に関 する報 告」 と
いう}の 各年度版で ある。以下た んに公表決算資料 とい う場合,そ れは,こ れ ら決算資料 のいず
れか,あ るい はその両 方をさす もの とご理解いただ きたい。
2)こ こでい う主 要9法 人とは,JR北 海 道,JR東 日本,」R東 海,1R西 日本,JR四 国,
IR九 州,1R貨 物,新 幹線鉄道保有機構(以 下たんに 「保有機構」 とい う),日本国有鉄 道清
算事業 団 以 下たん に 「清算事業団」 とい う)を さす。本稿では,こ れ ら9法 人をJRグ ループ
と呼 び,1a連 結デ ータを作成す るさいの連結企業集団 とみなす。
以上 の詳細 について は,拙 稿 「JR連結決算分析序説u3連 結財務諸表作成の試み 」
「会計検査研 究」 第7号,1993年3月,81ベージ,85ペー ジを参照されたい、なお以下,本 稿 で/
.'..驚「舜 ζ堺.
2(ヨ16)第155巻 第4号
としている こと,㈲IO項目にわた る広 範な問題領域 につ いて国鉄改革の前後各
5年間(合 計10年間)の 時系列分析 をお こなってい ること..⑯内部資料や一次
資料を分析 的に再構成 した多 くの図表 および デー タを収録 している こと,〔i・似
上 をふ まえた うえで 国鉄改革 にたいす る運輸 省鉄 道局 としての総合 的評価 を提
示 している ことか ら,国 鉄改革の 「成果 と課題」 に関す る実証 的研究 を進め て
い くうえで,き わめ て.貴重 な検討素材 とな っている。
しか し,運 輸省 レポー トの検討素材 と しての意義 は,以 上につ きる もので は
ない。本稿 との関連で とりわ け注 目され るのは,同 レポー トが,IR各 法 人間
にお ける内部取引項 目の相 殺消去 をふ まえた一種 の連結 デー タ(以 下たん に
「運輸省連結 デー タ」 とい う〉 を提 示 し,当 該デー タにつ いてあるてい ど踏み
込 んだ分析 をお こな ってい ることで ある。別丁9JAでふれた よ うに,問 題の重要
性 に もか かわ らず,,Rグ ルー プの連結 デー タ(以 下 たん に.「JR連 結 デー
タ」 とい う)に 類す る資料が関係当局 によって公 表 された ことは,そ れ まで一
度 もなか った。つ ま り,運 輸省連結デー タは,関 係 当局によ って公表 された初
めての,そ して現時点で は唯....一の,JR連 結 デー タとな ってい るのであ る。本
稿 で運輸省 レポー トを検討素材 と して と りあげ るのは,ま さに,同 レポー トの
有す るかか る意義 による ものであ る。.辱
とはいえ,会 計学 の観点か ら運輸 省連結 デー タをやや詳細 に検討す ると,そ
こには興味深 い示唆が含 まれてい る反面,い くつか の無視 しえない問題点 も伏
在 している ことに気がつ くのであ る。 当該連結 デー タは,運 輸省 レポー トにお
いて提 示された国鉄改革 にたいす る同省鉄 道局の評価 に連動 してい るだ けで な
く,国 鉄改革 の成否 に関す る一般 の論調 や専 門研究 に も一定の影響 をお よぼ し
つ つあ る4ナ。 したが って,当 該連 結 デー タにいか なる示唆 と問題点 が含 まれて






い って も決 して過言で はなか ろ う。 本稿 は,別 稿で筆 者が提示 じたJR連 結
デー タとの比較検討 をつ うじて,運 輸省連結 デー タの示唆 と問題点を照射 し,
もって 「国鉄改革後5年 間の成果 と課題」 の正確 な理解 に接近 しようとす るも
のであ るげ
あ らためて指摘 す るまで もな く,こ の作業 は,筆 者が別稿で提示 したJR連
結 デー タそれ 自.体の適否 を検証す る ことに もつ なが る。本稿での検討 をふ まえ
た うえで,そ の不備 をお ぎない,再 度,筆 者 自身が構想す るJR連 結 デー タを.
提 示 してみたい と思 う。 そのさい,再 提示す るJR連 結 デー タの検証可能性を
確保す るべ く.,当該連結 デー タの作成手続 は,脚 注での補足的説明等 をつ う じ





(以下.たんに 「連結決算制度」 という)に準拠 して進められる。かかる作業に
よってはじめて,国 鉄改革の財務的成果を企業会計の観点か ら鳥瞰的に示す
JR連結データを作成す ることが可能 となるのである。
しか し,JR連結データを作成す るためには,連結決算制度が予定 していな
い(そ の意味で 「非制度的」な)い くつかの特殊な処理手続 も同時に必要とな












い)企 業集団の連結が,不 可欠の作業課題 となるのである。
他方,保 有機構は保有機構法にもとづいて設立された特殊法人であるが,同
機構は設立にあたっていかなる組織体からも出資を受けていない。つまり,同
機構と清算事業団(あ るいはJR鉄 道各社)の 間に,連結決算制度にいう支配
従属関係は一切存在しないのである。しかし,だからといって,新 幹線鉄道施











』H運 輸省 レポ ー トにお けるr大 胆 な前提」 の検 討
.運輸省レポー トは,JR鉄 道各社(運 輸省 レポー トの用語法にならい,.JR





収 支 と比較 してみ る必要が ある」5♪と述べてい る。
別稿で もふれ たよ うに,「〔清算〕 事業団 を含めた連結決算 を して,そ の赤字
の多少 を比 べる見方 は,は っき りい って 間違 いだ」5〕とす る見解 がJR関 係者
の問に散見 され るが,運 輸省 レポー トの上掲 の指摘 は,そ うした見解の一般 的
妥 当性(す なわ ち国民一般 にたいす る説得力)を 実質 的に否定す る もの となっ
てい るのであ る。 この ことを,こ こで まず確認 してお きたい と思 う。
しか し,「国鉄 の会計処理 とJR各 社等 の会計処理 は大 きく異 な っている」7》
ので,国 鉄お よびIx各 社等 の公表決算 デー タを未加工の まま比較 ・分析す る
ことは,理 論 的に も,技 術 的に も不可能であ る。 したが って,運 輸省 レポー ト
で は,「大 胆な前提 をお いて統一.一的な会計処理で 試算 を行い,国 鉄改 革の前 後
の収支 を比 較す る罫 とい う手続 が とられ てい る。同 レポー トで示 され た 「大
胆 な前提」 を整理すれ ば,.以下の とお りであ る')。
、
5).運輸省鉄道局,前 掲 レポー ト,33ペー ジ。
6)「討 論のひろば 国鉄改 革か ら2年 ・JRの実績 と課題」 「朝 日新 聞』1989年3月29日付朝刊
にお ける松田昌士氏(JR東r本 常務取締 役 ・総合企 画本部長一 当時1の 発言。
同様 の.見解 は,「〈特集〉交通経営 フォー ラム ・JNRか らJRへ 一一一鉄 道の経営 革新」 「運輸
と経済j第48巻第4号,1988年4月,6ページにおける井手正敬氏(JR西 日本代表取締役副社
長 当時)の 発育;住 出正二(SR東 日本代表取締役 社長 当時)r鉄路 に夢 をのせて』東
洋経済新報杜,1992年,20-22ペー ジに もみ ることがで きる。
7>運 輸省鉄道局,前 掲 レポー ト,33ペー ジ。
8>同 上 レポー ト,認ペー ジ。.
9)同 上 レポー ト,33一鈍ペ ージ昼
国鉄 改革の顛 末な らびにJRグ ループ主要9法 人の経営実態 を最 もよ く知 る立場にあ るはずの
運輸省 鉄道局でさえ,jR連 結 データを作成す るにあた り 「大胆な前提」 を置かざ るをえなかっ
た とい うのは,筆 者 にとっていささか意外であ った。
とい うの も,国 鉄改革が 「国政 上の最重要課題」(国鉄再 建監理委員会監修1国 鉄改革一一 鉄
道の未来 を拓 くた めに一...」運輸 振興協会,1985年,139ペー ジ)で あ り,し か も 「多 くの関係
者の多 大な労 苦二と全 国民 の並. な々 ら殿協力 によって成 し遂げ られ るもの」 〔同上書,107ペー ジ)
である以上,当 該改 革の財務的成果 を継続的かつ体系的に追跡 ・検証するための制度 的体 制が関
係 当局 内に当然設置 されてい るはずだ と,筆 者 は考えていたか らであ る.
この 問題は,国 鉄時代 に実施されていた線区別収支管理が,そ の算 定作業 が膨大で ある等 と し
て,国 鉄改革以降,JR旅 客.各社で は実施されな くな った事実 〔総務庁行政監 察局.「旅客鉄道株























以.ヒの 「大胆な前提 」に もとづ いて作 成されたのが,表1の 国鉄 ・∫R損 益
デー タ(以 下たんに 「運輸省 デー タ」 という)で ある。運輸省 レポー トは,当
該デー タに依拠 しなが ら,国 鉄 改革前後の損益比較 をおこない,損 益数値 にみ
る業績が国鉄改革 を契機に大 きく好 転 しているこ とを強調 している。 と りわ け,
「営業損益 につ いては,国 鉄改革 を契機 に赤字 か ら黒字 に転 じてお り,ヒ の こ
?
、?ー
表1運 輸 省 レポー トにお け る国鉄 ・JR損 益 デー タ
(単位:億 円)
項 目 1982年度 1983年度 .1984年度 1985年度 ユ986年度 1987年度 1988年度 1989年度 1990年度 199上.年度

















一 」幽.「 ■ 「冒 ■.......一 一 幽 ・・...
20,574..2ユ,141 20,93923,02421,152 17,84217,11918,492ユ7,448 ユ8,117












経 常 損 益 △21,407△24,896△24 ,272△25,849△19,706 ム ユ3,257△13,080..△12,866△10,444 △11,273
特 別 利 益 7・.967 8,700 8,084 7,678 7,1ユ4 3,752 5,098 9,991 19,4ユD 10,604
個定資産売却費〉
■......…-.「...幽 幽 ・・.... _.…エ92
1,661 1,531 1,594 3,220 1,328 2,035 2,491 8,110 7,772







当 期 損 益 △13 ,778ム ユ6,604△16 ,504△181478△13,610ム ユ0,154 △9 ,124 △4,317 6,832△2,987
(原注〉 端数処理のため,差 し引きが合わない場合がある.
(注1)表 の原 タイ トルは 「国鉄の決算 の推移(昭 和57年度～昭和61年度)と]R各 社等の決算の合算の推移 面 前62年度～平成3年 度)」で
ある。
(注2〕 本稿の他の表 との統一惟を確保するため に,年度表記は西暦 に改めた。
(注3)「固定資産売却費」は 「固定資産売却収入」の誤 りで はないか と思われる,
〔注4)1989年度の当期損益 「△4、31ア」 は 「△4,237」の誤 りではないかと思われる。なお,△ はマイナスの金額を表わす。以下同 じ。






























とは特筆 に値 しよ う」'のと,岡 レポー トは述べ ている。.
問題 は,運 輸省 データの言 明能力いか んであ る。あ らためて指摘 す るまで も
な く,そ の言 明能力 は基本的 には,以 上 にみ る 「大胆 な前提 」の理論 的妥 当性
いかんに依存 している。
ところが,運 輸省 レポー トにおいて は,上 記A,B,Cに 整理 した断片 的な
処 理手 続が提示 され ているのみで,「大胆 な前提」の全容 は明 らか にされ てい
ない。運輸省デ ー タめ言 明能 力 を検証す るため には,「大胆な前提」の全容 を
明らか に したうえで,そ の理論的妥当性 を会計 学の観 点か ら検討する ことが不
可欠の作業 となるであ ろう。そ こで,次 節 以下では,公 表 決算資料 および利用
.可能 なその他の 関連文献 ・資料 によ りなが ら,そ の作業を進 めてい くことに し
た いと思 う。
ただ し,表1に み るように,運 輸 省 レポー トでは損益計算書 の連結 のみが問
題 とされ,貸 借対照表の連結 は考慮外 におかれてい る。 したが って,以 ドで の





運輸省 レポー トにおける 「大胆 な前提」 の全容 を明 らかにす るための予 備的
作 業 として,本 節で はまず 同 レポー トで提示 された国鉄損益デー タに着 目し,
当該損益 データが具体的 にどのような集計処理 にもとづいて作成された もので
あるかを明 らか に してい きたい と思 う。国鉄損益 デー タに着 目す るのは,当 該
デー タの集計処理 につい ては内部取引項 目の相殺消去が不要であ り,し たが っ
て,そ の集計処理 のプロセスを追跡す ることが比較的容易だか らである。国鉄








寇す るための重要 な手がか りとなるであろ う。
表2は,表1の 国鉄損益 デー タの作 成に関連 した と思われ る公表決算 デー タ.
を,国 鉄 の公表決算資料か ら集計 した ものである。 これ らの公 表決算 データを,
下記Dの ように再集計す ると,表1の 国鉄損益 デー タをほぼ完全 に再現す るこ
とがで きる。 したが って,下 記Dに 掲げた一連の集計処理 は,.国鉄損益 デー タ
の作成 に関す る 「大胆 な前提」の全容 を示す もの と考 えて よいであろ う。
つ ま り,こ れ によって,国 鉄の公表決算デー タを 「JR〔 鉄道.各社〕 の会計
基 準に準 じて」鋤 再集計 した とい う運輸省 レポー.トの 「大胆 な前 提」 を,具 体
的な勘定科 目の レベルで確認す ることがで きるのであ る。








的 特別損失=固 定資産除却費+特 別勘定への繰入.
運 輸 省 レ ポ 』 トに お け る 国 鉄 損 益 デ ー タ の 集 計 処 理 は,以 上 に み る.よう に,
基:4:的に は,鉄 道 事 業.会計(よ り正 確 に い え ば ユ987年2月20日 遅 輸 省 令 第7号
「鉄 道 事 業 会 計 規 則 」)の 損 益 計 算 書 様 式 に 準 じ た も の と な っ て い る 拗。
ち な み に,.筆 者 が 別 稿 で 国 鉄 損 益 デ ー タ を 作 成 す る さ い に お こ な っ た 集 計 処
11}運輸省鉄道局,前 掲 レポー ト,33ペー ジ。
12)鉄道事業 会計規則 は,鉄 道事業法第20条第1項 に もとつ く運輸省令 として制定 された もので,
会計 制度上 は,計 算 書類規則紀 よび財.務諸表等親則の特例 として位 置づけ られている。
鉄 道事業 会計規 則の詳細 について は,.谷哲二郎 ほか 「新 会社の経 理制度 につい て」 『国有鉄
道 ・国鉄線」 第45巻第2号,1987年2月,8ペー ジ以下;藤 原威.・郎 「鉄 道事業法解説」 『JR
ガゼ ッ ト」 第ア1号,1993年2月,70ページ以下 などを参照 されたい。.
10〔324} 第155巻 第4号
表2国 鉄の公表決算データ(損益計算書データ) (単位 億 円)
1982年度 1983年度 1984年度 1985年度 1986年度
一般勘定損益計算書
営 業 収 入 33,130 32,989 33,898 35528 36,05ユ
旅 客 収 入 25,415 25,797 27,504 29,422 30,269
貨 物 収 入 2,794 2,415 1,985 1,857 1,676
雑 収 入 ユ,284 1,394 1538 1,826 2,223
助 成 金 受 入 3,638 3,383 2,871 2,422 1,883
営 業 経 費 47,749 51,401 52,091 55,728 53,052
!営 業 費 34,466 35,740 35,318 37,637 33,119
人 件.費 20,574 21,141 20,939 23,024 21,152
物 件 費 13,892 14,599 14,379 14,613 ユ1,967
利了・及び債務取扱諸費 7,989 9,785 10,926 12,199 13,253
減 価 償 却 費 4,308 4,631 4,645 4,624 4,610
固定資産除却費 338 408 316 286 1,018
繰延資産償却費 648 836 886 982 1,〔}52
営 業 外 収 益 931 1,913 1,788 1,819 3,604
見返勘定取崩積 166 .199 225 255 284
固定資産売却収入 707 1,661 1,531 1,544 3,220
雑 利 益 58 53 32 19 lot
,




難 損 失 90 105 99 75 213
本年度純損益 △13,778 △16,604△16 ,504 △18 ,478 △13 ,610
特定債務整理
特別勘定損益計算書
財政再建利子補給金! 3,457 3,457 3,457 3,457 1,728







(注)億 円未満は四捨五入 したので合 計額の一致 しない部分 がある。
(資料〕1983-1985年度 につい てはr日 本国有鉄道監査報告書』各年度版,1986年度 について は清
算事 業団 『昭和61年度 日本国有鉄道 の決算 につ いて」,横堀充 「国鉄 の最 終決算 と閉止貸


























「戦 中 ・戦 後 の 職 員 大 量 採 用 と 満 鉄 な ど の 植 民 地 錐 道 か ら の 引 揚 者 の 受 入 れ.
に よ っ て 職 員 の 年 齢 構 成 に 大 き な 歪 み が 生 じ て い た と こ ろ に,そ の 人 達 が1980
年 代 に 退 職 期 を む か え る」14〕こ と に な っ た 。 特 定 人 件 費 と は,職 員 の か か る 大
13)ただ し,1986年度の運輸省 デー タと筆者 別稿デー タの相 違の一部(た とえば,営 業収益,当 期
損益 などの相違)は,公 表決算デー タその ものの相違に由来す るもので ある。 この相違は,1986
年度 について は2種 類(あ るいはそれ以上)の 公表決算 デーー タが存在す るため に生 じた ものであ
る。
筆者別稿デー タは,清 算事業団r昭 和61年度 日本 国有鉄 道の決算 につ.いて』 によるものである.
運輸省デー タは,「運輸 白書」1988年度版、参考資料,8-9ベ ージに収録 された国鉄決覧デー タ
と一致 している.本 稿 では,運 輸省デー タとの比較 可能性 をで きるだ け高め るため に,「運輸白











つ く経営改善計画の成果を明らかにするべ く,1980年度の 『日本国有鉄道監査
報告書』か ら 「経営成績の試算」 〔198ユ年度か らは 「経営改善計画の収支」)を
開示 しはじめた1%そのさい,同 委員会は,「国鉄 自らの営業活動の成果であ
る営業損益を,よ り明確には撮するため」17,(傍点は原文のまま)に,「構造的
問題とされている特定退職手当と特定年金相当額とを特定損失 として区分(す




当該人件費を営業費(た だし 『日本国有鉄道監査報告書』では 「営業経費」 と
14)今城光英 「国鉄財政の破綻 と 「改 革』」野田.正確 ほか編r日 本の鉄 道 成立 と展開一 」 日
本経 済評論社,且986年,315ページ。
15)同 ヒ論文,315ペー ジ.
16>ただ し試 行的な意味 をもつ 「国鉄経営 成績の分析試 算」は1979年度か ら開示 されている(「日
本 国有鉄道監査報 告書』1979年度版,125ペー ジ1。
17)「日本国有鉄道監査報 告書11980年度版,175ベー ジ。
18)同上報告書,175ペー ジ。
一般勘定損益計算書 において も,1978年度か ら,退 職手当の異常支出額を明示 するために,基
準退 職人員を超 える退職人員 にかかわ る退職手当を特定退 職手当 として整理 し,当該年度純損失
の うち特定退職 手当に相当す る額 を特定退職.手当純損失,残 余の額を一般純損 失と して,そ れ ぞ

























筆者別稿で は,国 鉄損益 デー タの集計 にあた り営業損益 と営業外損益 の区分
のみ をお こない,営 業外損 益 と特別損益 の区分 をお こなわ なか った。
とい うのは,国 鉄の一般勘 定損益計算書 は営業損益 と営業外損益の2区 分セ
作成 され てお り 〔表2参 照),し か も 「営業経 費」 と して整理 され た金額 のな
かには国政次 元の政策 的判断に起 因す る,国 鉄 に とっての管理不能費(東 北 ・
.ヒ越 新幹線 の建設投資 にかかわ る利子等がそ の典型であ り,企 業会計 の観 点か
らすれば特別損失 として整理す るのが適 当と思われ る項 目)も 多 く含 まれ てい
るために,一 般勘定損益計算書の公表決算 デー タを企業 会計 上の損益 区分 に も
とづ いて 再集計す る こと(と りわ け営 業外 損益 と特 別損益 に区分集 計す る こ











把握を試みるべ く,.営業損益 とそれ以外の損益(す なわち営業外損益)の 区分
集計を実施するとい うのが,別 稿における筆者の基本的な立場であった。





そこで本稿では,運輸省 レポー トにおける 「大胆な前提」にならい,公表決




＼固定資産除却費 ・繰延資 産償却 費が ある.
ここで注 目されるの は,国 鉄監 査委 員会が,こ れ ら費用 を 「東北 ・上越新 幹線 資本費関係負
担1と して...括集計 し,当該負担額 を控除 したうえで 「経営改善計画の全 体収 支の損益 」を算 出
している ことである 〔た とえば,『日本国有鉄道監査 報告書」1985年度版.156,一ジ)。
国鉄監査委 員会のかか る措置 にならい,特 定人件費 と同様,東 北 ・上越新幹線資本費関係負担
につ いて も,これ を営業 費な1.・し営業外費用か ら控除 し,特 別損失 として再集計 した方 が,理 論
的にはよ り適切で あった と考 えられ る。 しか し,東北 ・上越新幹線資本費関係負担 〔相 当額)を
国鉄改革後の公表 決算資料 か ら抽 出す ることは技術的 に不可能であ り.し たが って,当 該資本費
関係 負担を国鉄 の特 別損失 と して再集計 した場合には,国 鉄損益デー タとjR連 結デー タの比較
可能性が維持 で きな くなる。かか る理 由によ り,本稿 〔お よび筆者別稿〉では,こ うした集計処
理 を見送 らざるをえなか った。 この問題 につ いては後Hさ らにつ つ込んだ検討を くわえてみたい
と思 う。
なお,付 言 しておけば,以 上 と同様の問題が,保 有機構お よび清 算事業 団の公表決算 デー タに
ついて も指摘 で きるであろう。 というのも,そ の設立の経緯か らして,保 有機構および清算事業
団の公表決算デー タにば,当 該 各法人(あ るいはJRゲ ループ)の 「経営責任の らち外 にある」
異常 負担金額がか な り混在 して いると考 えられ るか らであ る。 したが って,理 論的な正確廿を追
求す る場合には,勘 定利.目単位で 当該 各法 人の決算金額 を(再)集 計す るのではな く,こ れを発
生原因別に細区分 し,そ のうえで,当 該.各細 区分金額 を 〔再)集 計す る必要があろ う.し か し,
そ うした(再1集 計 処理 を公表決算資料 に もとづいて実施す ることは,ほ とん ど不可能 といって
差 し支えない、本稿(お よび別樹 でかか る(再 〉集計処理 を断念 したゆ えんである.




以上 を整 理す ると,国 鉄損益 デー タは,.下記Fの よ うに再集計され.るべ きこ
ととなる。本稿 で再提示 す る国鉄損益 デー タも,下 記Fの 集計処理に もとづい
て作成 され る。
なお,付 言 してお けば,国 鉄(な らびに後述 する清算 事業 団 およ び保有 機
構)の 公表決算 デー タにおいては,発 生原 因の異 なる(と い うことはすなわち
会計的性格 の異な る)金 額が 同一 の勘定科 目に合算 して整理 されてい るケース
が少な くない。かか るケースについて は,当 該各金額 を勘定科 目単位 で(再}
集計す るのではな く.,これ を発生原 因別 に細区分 し,そ の うえで,当 該各細区
分 金額 を(再)集 計す るのが,理 論的 にはよ り望 ま しい処理であ るといえよ う。
しか し,そ う した(再)集 計処理 は,資 料.ヒの制約 によ り,本 稿では見送 らざ
るをえなか っだ%こ れ は,公 表決算 データの外部分析 に付 随す る1つ の限界











＼ころが,国 鉄 の公表決算 デー タでは,lqおよび働 は人件費に整理 され,(s)は利.子及び債務取扱諸
費に整理 され てい る。特定人件費 とそれ にかかわる利 子を皿節〔4:IFのよ うに集計 したのは,か か
る事情 による.一
なお,「日本国有鉄道監査報 告書』所 収の 「経営改善計画 の収 支」 には,実 際 に支払われた特
定 人件費関連利r・と特別退職手 当補給金の差額が岡 の利子 として集計 され ている巨)で,デー タの
再集計 にあ たって は.特 別退職手当補給 金控除前の金 額を当該利子 として集計 し,補助金受入 に
は特別退職 手当補給金を加算 した補助金総額を集計す る必要があ る。
特定 人件 費の集計処理 に関す る以 トの詳細については,た とえば,「日本国有鉄道監査報告書」
1985年度版,156ベー ジを参照されたい。
22}この理由 の詳細 について は,た とえば,脚 注20>および26)などを参照され たい、
16(330)第155巻 第4号
㈲ 特別利益=固 定資産売却収入+見 返勘定取崩額+助 成金受入
+財政再建利子補給金
囚 特別損失=固 定資産除却費+特 別勘定への繰入+特定人件費
+特定人件費にかかわる利子
あらためて指摘するまで もなく,上記Fの 集計処理は,R3連 結データの作
成手続にも連動する。すなわち,JR連 結データの作成においても,公表決算
データは,営 業損益(そ の.主たる内容は鉄道事業収.入とその関連費用等),営
業外損益(そ の主たる内容は受取利息 ・支払利息等),特別損益(そ の主たる
内容は補助金収入および固定資産売却損益等)の3区 分で再集計され,特定人
件費(相 当額)は 特別損失として再集計される。
?ー
'
